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Ⅰ . はじめに
わが国におけるこれまでの管理会計実践に関する研究は，特定の手法にまつ
わる断片的なものが多く，わが国製造業が全体として，どのような管理会計手
法を組み合わせて管理会計システムを構築しているか，あるいはまたそのコン
テクストとなる経営管理実践との関係はどのようなものかといったことについ
て，これまで十分に明らかにされてきたとはいえない。
そこで本稿では，こうしたことを明らかにするためにアンケート調査を実施
し，わが国製造業の管理会計実践はどのような現状にあるのか，あるいはどの
ような課題を抱えているのか。また，実務的な要請に応え得るような管理会計
システムを構築・運用するための要因が何であるかを探ることを目的とする。
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本稿では，わが国製造業における管理会計実践の実態を「利益計画」，「意思
決定のための管理会計」，「原価企画」，「原価管理」，「ABC/ABM」（活動基準
原価計算，以下 ABC と略記），「実体管理」，「組織管理のための管理会計」，「予
算管理」，「MPC」（ミニ・プロフィトセンター，以下 MPC と略記），「業績管理」，
「BSC」（バランスド・スコアカード，以下 BSC と略記）にわけて，経営戦略，
マーケティング，バリューチェーン，組織形態などとの関係とともに体系的に
明らかにすることを目的とする。
本稿の構成は，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について
述べ，第Ⅲ節において，わが国製造業の管理会計手法の実態を概観し，第Ⅳ節
において，この度の回答企業における経営管理のコンテクストの調査結果につ
いて記載し，第Ⅴ節においては，わが国製造業の管理会計実践について，手法
ごとにその経営管理のコンテクストとの関係，他の手法との関係を含めて考察
する。第Ⅵ節においては，本稿をまとめたうえで今後の課題を提示する。
Ⅱ . アンケート調査の概要と回答企業
１．アンケート調査の概要
本調査における調査対象企業は，金融業と保険業を除く上場企業 3,259 社で
あり，2013 年６月 31 日を回収期限として，2013 年６月１日に郵送質問調査を
実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。
回収期限後も含めた最終回収企業は 209 社（製造業 102 社，非製造業が 107
社であった）で回収率は 6.41% であった。そのうち本稿では製造業の 102 社
について考察の対象とするが，本調査の調査票が非常に長く，途中までの回答
など不完全な回答があったため，本稿では製造業の 102 社のうち，100 社を分
析の対象とした。
２．業界
今回のアンケート調査の回答企業の属する業界については，次表の通りである。
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発送 回収 回収率
食料品 130 10 7.69%
繊維・パルプ・紙 75 3 4.00%
化学・医薬品 273 10 3.66%
石油・石炭 13 2 15.38%
ゴム・窯業 75 3 4.00%
鉄鋼 50 5 10.00%
非鉄金属 36 3 8.33%
金属 92 5 5.43%
機械 199 8 4.02%
電気機械 271 16 5.90%
輸送用機器 100 12 12.00%
精密機器・その他製造 157 18 11.46%
不明 　　　 5 　
合計 1,471 100 6.80%
回収企業のうち業界を特定できない５社を除いた 95 社の業界分布について，
上場企業の業界分布と適合していることをカイ二乗検定によって確認した（χ２
= 19.011，自由度 =11，p=.061）。
Ⅲ . わが国製造業における管理会計手法
１．わが国製造業における管理会計手法
わが国製造業の管理会計手法である利益計画，意思決定のための管理会計，
原価企画，原価管理，ABC/ABM，実体管理，予算管理，MPC，業績管理，
BSC の「行う」，「行わない」について尋ねた結果は次表のようになった。
利益計画
意思決定の
管理会計
原価企画 原価管理 ABC/ABM 実体管理
行う 99（99%） 85（85%） 71（71%） 96（96%） 11（11%） 69（69%）
行わない 1（1%） 15（15%） 29（29%） 4（4%） 89（89%） 31（31%）
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予算管理 MPC 業績管理 BSC
行う 97（97%） 6（6%） 94（94%） 9（9%）
行わない 3（3%） 94（94%） 6（6%） 91（91%）
「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」についてはほとんどすべての企業で
行われていた。「意思決定のための管理会計」は 85% の企業で行なわれていた
が，予想したよりは少なかった。また，本稿では製造業に焦点を当てて考察
しているため，「原価管理」についてもほとんどすべての企業で行われていた
が，「原価企画」は 71% の企業で行われているのみであった。「実体管理」は
管理会計手法というわけではないが，対比のために尋ねたところ 61% であっ
た。ただ，これまで学会等で議論されてきた「ABC/ABM」や「MPC」，「BSC」
などはほとんど採用がなかった。
これら手法について，ABC，MPC，BSC はケース数が少ないため分析から
はずし，クラスター分析を行い，２つのクラスターを識別した。これらにカイ
二乗検定を行った結果，帰無仮説は棄却された。さらにこれら手法の有無につ
いて，Krasukal Wallis の検定や分散分析を行ったところ，「意思決定のため
の管理会計」や「原価企画」，「実体管理」などに差がでた。
以上から「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」などはいずれのクラスター
の企業群でも行われ，これらに加えて，「意思決定のための管理会計」，「原価
企画」，「実体管理」などを追加的に行う企業群もあるということが伺えた。
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２．わが国製造業の管理会計手法の管理会計業務に占める割合
　わが国製造業の管理会計実務において，利益計画，意思決定の管理会計，原
価企画，原価管理，実体管理，予算管理，MPC，業績管理，BSC のそれぞれ
がどのくらいのウエイト，割合で行われているかを７点リッカートスケールで
調査した。その結果は，次表の通りである（「１　非常に少ない」から「７　
非常に多い」）。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
利益計画 98 5.6 1.1
意思決定 85 5.1 1.3
原価企画 68 4.5 1.6
ABC/ABM 11 4.2 1.6
原価管理 94 5.2 1.2
実体管理 64 4.6 1.4
予算管理 95 5.4 1.1
MPC 6 4.8 1.6
業績管理 87 5.1 1.2
BSC 8 3.5 1.6
利益計画，予算管理，業績管理，原価管理，意思決定のための管理会計，原
価企画などの順で管理会計業務のなかで占める割合が多い。
「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」は，かなり大きなウエイトで行われ
ている。「原価管理」も製造業という本稿のくくりでは多くを占める。「意思決
定のための管理会計」情報の利用は予想したよりは少なかった。教科書的には
管理会計の機能は意思決定や業績管理であるとされているが，実際には管理会
計情報はそれほど意思決定には使われていないのかもしれない。
「原価企画」は，既にみたように 71% の企業で行われているが，管理会計実
務で占める割合は，利益計画や予算管理，業績管理といったものほどは行われ
ていないようであった。
それぞれの手法は，７点リッカートスケールで尋ねたものであるが，以下，
77
－78 （　）－
見易さを考慮して，３点リッカートスケール（「１～３」を１，「４」を２，「５
～７」を３）に直した上でグラフ化したものを示すことにする（以下同様）。
 
なお，これらの手法相互の相関は，リッカートスケールで尋ねたものなので，
Spearman の相関係数をとったところ，次表のように「利益計画」と「予算管
理」（r=.629，p<.01），「予算管理」と「業績管理」（r=.586，p<.01）などが強く，
これらと「原価管理」にも強い相関がみられた。
利益計画 意思決定 原価企画 原価管理 実体管理 予算管理 業績管理
利益計画 1.000 .506（＊＊） .319（＊＊） .376（＊＊） .229 .629（＊＊） .421（＊＊）
意思決定 .506（＊＊） 1.000 .282（＊） .264（＊） .286（＊） .426（＊＊） .454（＊＊）
原価企画 .319（＊＊） .282（＊） 1.000 .368（＊＊） .405（＊＊） .340（＊＊） .434（＊＊）
原価管理 .376（＊＊） .264（＊） .368（＊＊） 1.000 .100 .506（＊＊） .501（＊＊）
実体管理 .229 .286（＊） .405（＊＊） .100 1.000 .280（＊） .162
予算管理 .629（＊＊） .426（＊＊） .340（＊＊） .506（＊＊） .280（＊） 1.000 .586（＊＊）
業績管理 .421（＊＊） .454（＊＊） .434（＊＊） .501（＊＊） .162 .586（＊＊） 1.000
＊相関は，5 % 水準で有意 （両側）
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」は一体として行われ，「原価管理」も
「予算管理」や「業績管理」と相関が強い。また，「利益計画」と「意思決定の
ための管理会計」も相関が強かった。
なお，製造業の業態すなわち，受注生産型，量産型，加工組立型，装置型，
労働集約型のいずれの形態をとっているかと各手法の割合の関係について，
Kruskal Wallis の検定を行ったところ，「原価管理」に有意な差がみられた。
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「企業規模」との関係で Krasukal Wallis の検定を行ったところ（売上高，
総資産額，従業員数で），「利益計画」，「予算管理」，「業績管理」などで有意な
差がみられた。企業規模が大きくなるとこれら手法の割合にも差が生じると考
えられる。
３．各種手法の満足度
上記，各種手法を用いている企業にその「満足度」ないし効果について尋ね
た結果は，次表のようになった（「１　非常に不満」から「７　非常に満足」）。
　 有効回答 平均値 標準偏差
利益計画 96 4.6 1.1 
意思決定 82 4.5 1.2 
原価企画 57 4.4 1.0 
原価管理 80 4.5 1.3 
ABC/ABM 10 4.3 1.3 
予算管理 91 4.6 1.2 
MPC 6 4.7 1.2 
業績管理 91 4.6 0.9 
BSC 9 4.1 1.1 
満足度については，「ABC/ABM」と「MPC」，「BSC」を除いて，ほぼ同じ
傾向を示しているといえる。すなわち，回答企業は，採用している手法に関し
ては，ほぼ同じ評価を示しているないし同じような評価を下すからその手法を
採用しているとも考えられる。ただ，「ABC/ABM」や「MPC」，「BSC」は，
試験的な導入もあるのか，満足度の割合が他の手法と異なっていた。
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　各種法の満足度同士の相関は，互いにすべて高かった。ただ，各手法それ
ぞれの「満足度」と「割合」との相関は，Speaman の相関係数をとったとこ
ろ，次表のように「意思決定のための管理会計」（r=.529，p<.01），「原価企画」
（r=.588，p<.01），「原価管理」（r=.404，p<.01），「業績管理」（r=.529，p<.01）
などにみられた。これらは管理会計実務に占める「割合」が高くなるほど，「満
足度」も高まるようである。
利益計画
意思決定の
管理会計
原価企画 原価管理 実体管理 予算管理 業績管理
.261（＊） .529（＊＊）.588（＊＊）.404（＊＊） n.s. .333（＊＊）.529（＊＊）
＊相関は，5 % 水準で有意 （両側）
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
Ⅳ . 回答企業における経営管理のコンテクスト
回答企業における経営管理のコンテクストとして，本稿では，研究者がつくっ
た構成概念ではなく，現実の実務のなかで用いられる概念でもある「業界構造
の 5 つの力」，「経営戦略」，「マーケティング戦略」，「意思決定」，「バリューチェー
ン」，「組織形態」に着目し調査した。
１．業界構造の 5 つの力
業界構造の 5 つの力については，７点リッカートスケールで尋ねたところ，
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「業界内の競争」（5.70），「買手の競争力」（5.38）が強く，「代替品・サービス
の脅威」（4.43），「売り手の競争力」（4.22），「新規参入の脅威」（4.03）の順に
なった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
新規参入の脅威 80 4.03 1.47 
買手の競争力 85 5.38 1.11 
売手の競争力 81 4.22 1.25 
業界内の競争 92 5.70 1.05 
代替品・サービスの脅威 82 4.43 1.40 
 
また業界内の競争と買手の競争力には，リッカートスケールで訪ねたもの
なので，Spearman の相関係数をとったところ，やや大きな相関（r=.508，
p<.01）があった。
２．経営戦略
①全社戦略と事業戦略
全社戦略と事業戦略のウエイトでは，「全社戦略」（4.72）よりも「事業戦略」
（5.54）にウエイトをおいている企業のほうが多かった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
全社戦略 96 4.72 1.30 
事業戦略 97 5.54 1.00
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「企業規模」と全社戦略，事業戦略のウエイトについて，Krasukal Wallis
の検定を行ったところ，「全社戦略」に差がみられた。企業規模が大きくなる
ほど，事業構造を決定する戦略である全社戦略のウエイトが大きくなるのであ
ろう。
②事業拡大戦略
事業を拡大するための戦略についても，もちろん企業独自の色彩が強いと思
われるが，この度の製造業の調査では，「新製品開発戦略」（5.47），「市場浸透
戦略」（5.13）が大きく，「新市場開拓戦略」（4.84），「多角化戦略」（3.44）の
順となった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
市場浸透戦略 86 5.13 1.21 
新市場開拓戦略 90 4.84 1.37 
新製品開発戦略 92 5.47 1.21 
多角化戦略 78 3.44 1.40
 
「企業規模」との関係では，Krasukal Wallis の検定を行ったところ，「多角
化戦略」に有意な差がみられた。企業規模が大きくなるほど多角化戦略のウエ
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イトが大きくなる傾向がみてとれた。
③競争戦略
　事業レベルの競争戦略では，「差別化戦略」（5.73）が最も多く，「コスト・リー
ダーシップ戦略」（4.79），「集中戦略」（4.51）をとる企業がそれに続く。
　 有効回答 平均値 標準偏差
コスト・リーダーシップ戦略 86 4.79 1.52 
差別化戦略 95 5.73 0.92 
集中戦略 85 4.51 1.38 
 
３．マーケティング戦略
マーケティングのいわゆる４P 戦略については，本稿では製造業を対象にし
ていることもあり，やはり「製品戦略」（5.80）や，次いで「価格戦略」（5.20）
が大きく，その他のものはほぼ同等であった。
　 有効回答 平均値 標準偏差
製品戦略 95 5.80 0.95
価格戦略 95 5.20 1.18
流通戦略 94 4.20 1.35
プロモーション戦略 92 4.22 1.26
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４．意思決定
①短期的意思決定
意思決定について，短期的意思決定の割合は「かなり多い」40%，「やや多い」
29%，「非常に多い」と「どちらともいえない」が同じく 12% であった。
②長期的意思決定
長期的意思決定は，「やや多い」34%，「どちらともいえない」21%，「かな
り多い」18% の順であり，短期的意思決定のほうが相対的に多いようであった。
長期的意思決定との関係では，Spearman の相関係数をとったところ，「全
社戦略」と長期的意思決定に .466 の相関（p<.01）がみられた。
５．バリューチェーン
バリューチェーンについては，本稿では製造業を対象にしていることもあり，
「製造」（5.66），「技術開発」（5.27），「調達活動」（5.08）が大きい傾向があり，「販売・
マーケティング」（4.98），「購買物流」（4.91），「出荷物流」（4.86）などが続く。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
購買物流 85 4.91 1.45 
製造 91 5.66 1.11 
出荷物流 86 4.86 1.14 
販売・マーケティング 85 4.98 1.14 
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サービス 82 4.62 1.10 
調達活動 80 5.08 1.24 
技術開発 86 5.27 1.40 
人事・労務管理 80 4.20 1.18 
全般管理 79 4.43 1.09 
 
Krasukal Wallis の検定を行ったところ，「企業規模」とバリューチェーン
の「製造」や「購買物流」，「技術開発」などにも差がみられた。
6．組織形態
組織形態については，「事業部制ないし事業本部制」が 59%，「職能（機能）
別組織」が 31% であった。ほとんどの企業が事業部制ないし事業本部制，そ
して職能別組織の形態をとっている。それ以外は次図のようになった。
 
企業規模との関係では，カイ二乗検定を行ったところ，「企業規模」（従業員
規模）によって「組織形態」に差がみられた。企業規模が大きくなるとやはり
事業部制ないし事業（本）部制のような組織形態になるようである。
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組織形態と意思決定のウエイトについて，Kraukal Wallis の検定を行った
ところ，「組織形態」によって「長期的意思決定」のウエイトには差がみられた。
以上を踏まえて，次節において，わが国製造業の管理会計実践の実態につい
て，手法ごとに考察する。
Ⅴ . わが国製造業の管理会計実践の実態
１．利益計画
利益計画は前々節でみたように 99% のほとんどすべての企業で行われてい
た。利益計画の管理会計実務に占める割合は，「非常に多い」14%，「かなり多
い」50%，「やや多い」22% で，かなり多用されていた。
利益計画と経営計画との関係については，「かなり強い」43%，「非常に強い」
26%，「やや強い」25% で，これだけでほとんどを占める。利益計画はやはり
経営計画をもとに行われている。
①利益計画の範囲
利益計画について，まずはその範囲について尋ねたところ，「会社全体以外
に事業部門ごと」47%，「会社全体以外に事業部門および製品種類ごと」37%，「会
社全体以外に製品種類ごと」8% の順であった。事業部門ないしは製品種類ご
とに，あるいはその両方で利益計画を行い，この度の上場企業というくくりで
は，全社レベルでのみ利益計画を実施している企業はむしろ少数であった。
 
86
－87 （　）－
利益計画の範囲と利益計画の割合について Krasukal Wallis の検定を行った
ところ，やはり有意な差があった。利益計画の範囲が異なれば利益計画のウエ
イト，割合に差がでていた。
②利益計画の手法
利益計画の手法については，教科書的にも言及される極めて周知されている
はずの手法でありながら未だその実態が明らかにされているとはいえない。先
行研究（吉田他，2012）を参考にして，その利用割合を７点リッカートスケー
ル（「１　全く利用していない」から「７　非常に利用している」）で調査した。
次表に示すとおり，「見積財務諸表」（5.3），「原価企画」（5.4），「CVP 分析」（4.5），
「製品ポートフォリオ」（4.29），「SWOT 分析」（4.28）の順に多用されていた。
吉田他（2012）と同じ結果であった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
見積財務諸表 89 5.27 1.55 
CVP 分析 76 4.51 1.68 
原価企画 88 5.42 1.28 
SWOT 分析 75 4.28 1.37 
製品ポートフォリオ 75 4.29 1.26 
 
③ CVP 分析
また利益計画の手法として教科書的にも言及される CVP 分析の利用目的に
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ついて，極めて周知されているはずの手法であるにもかかわらず，未だその実
態が明らかにされているとはいえないが，先行研究（吉田他，2012）を参考に
して，７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常
にあてはまる」）で調査した。その結果，「利益計画の立案」（5.0），「利益計画
の決定」（4.8），「企画・計画段階での損益分析」（5.26），「月次・週次の実績分析・
評価」（3.2）の順であった。吉田他（2012）と同じ結果であった。
２．意思決定のための管理会計
意思決定のための管理会計は，85% の企業で行われていた。意思決定のた
めの管理会計情報の利用割合は，「非常に多い」9%，「かなり多い」33%，「や
や多い」32% で，一般に考えられているよりも少なかった。
意思決定の管理会計の手法は，「経営分析」（5.28），「設備投資の経済計算」
（4.96），「CVP・損益分岐点分析」（4.71），「直接原価計算」（4.61），「差額原価
収益分析」（3.92）の順で用いられていた。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
経営分析 80 5.28 1.34 
直接原価計算 64 4.61 1.71 
CVP，損益分岐点分析 65 4.71 1.54 
差額原価収益分析 60 3.92 1.59 
設備投資の経済計算 69 4.96 1.33 
ABC/ABM 57 3.02 1.64 
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意思決定との関係では，Spearman の相関係数をとったところ，「経営分析」
と「直接原価計算」は，短期的意思決定とやや強い相関（それぞれ .540 と .520，
いずれも p<.01），「設備投資の経済計算」は長期的意思決定との相関（r=.468，
p<.01）がみられた。
マーケティングと意思決定の管理会計手法の関係について，Spearman の相
関係数をとったところ，「製品戦略」と「直接原価計算」や「CVP 分析」にや
や強い相関（それぞれ .513，.455，いずれも p<.01）がみられた。
３．原価企画
原価企画について，前々節でみたように，利用企業は 71% にのぼる。吉田
他（2012）の調査では，原価企画の利用企業は 81.5% であり，本調査のほう
が少なかった。
原価企画の管理会計実務で占める割合は，「どちらともいえない」が 25% で，
「かなり多い」21%，「やや多い」21% で，利益計画や後にみる予算管理，業績
管理といったものほどには行われていないようであった。
①原価企画の実施状況
原価企画の実施状況については，導入時期は考慮せず，現状について尋ねた
ところ，「組織的・全社的に実施」54% が最も多く，次いで「プロジェクト方式
で臨時的に実施」29%，「組織的に実施している事業所がある」17% の順であった。
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②原価企画の推進部門
原価企画の推進部門については，「事業（本）部内」（36.47%），「プロジェ
クトチームや委員会」（18.82%），「原価企画部」（15.29%），「企画管理部」（14.12%）
などが多かった。
 
③目標原価の設定方法
目標原価の設定方法について，本調査では，導入期，成長・成熟期などの区
分を設けずに全体としての状況を尋ねたところ，「積上法」が最も多く，「折衷
法」，「控除法」の順となった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
積上法 49 5.37 0.99 
控除法 36 4.17 1.54 
折衷法 50 4.58 1.16 
 
目標原価の設定方法に関しては，Spearman の相関係数をとったところ，「控
除法」と「折衷法」に強い相関（r=.713，p<.01）がみられた。
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④目標原価の達成手段
目標原価の達成手段について 7 点リカートスケールで尋ねた。目標原価の達
成手段としては，製造業では「VA」（5.10）,「VE」（5.04）が多く，「部品の共通・
標準化」（4.88），「構想段階でのティアダウン」（4.56）の順となった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
VA 51 5.10 1.37 
VE 46 5.04 1.23 
構想段階でのティアダウン 45 4.56 1.34 
部品の共通・標準化 49 4.88 1.18 
 
競争戦略の「コスト・リーダーシップ戦略」を重視している企業と原価企画
の目標原価の達成手段である「構想段階でのティアダウン」，「部品の共通・標
準化」の重視度にやや強い相関（それぞれ .523,.505，いずれも p<.01）がみら
れた。低価格化を志向する企業はやはり，原価企画に関心があるのであろう。
⑤原価企画の機能
さらに原価企画の機能について，７点リッカートスケール（「１　全くあて
はまらない」から「７　非常にあてはまる」）で調査した。その結果，次表に
示すとおり，「原価低減」（5.62），「要求品質・機能の実現」（5.41），「製品コ
ンセプトの実現」（4.91）の順であった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
原価低減 66 5.62 1.09 
要求品質・機能の実現 66 5.41 1.07 
製品コンセプトの実現 67 4.91 1.10 
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Spearman の相関係数をとったところ，バリューチェーンの「調達活動」と
原価企画の機能である「原価低減」にやや大きな相関（r=.539，p<.01）がみ
られた。原価低減には調達活動のウエイトが大きく関わっていると考えられる。
⑥原価企画の逆機能
さらに原価企画の逆機能について，先行研究である吉田他（2012）を参考に
して，７点リッカートスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常
にあてはまる」）で調査した。その結果，「激しい原価低減要求による設計担当
者の疲弊」（4.10），「行過ぎた顧客指向」（3.92），「組織内のコンフリクト」（3.89），
「激しい原価低減要求によるサプライヤーの疲弊」（3.73），「原価目標優先によ
る品質低下」（3.16）の順であった。
４．原価管理
原価管理について，まず利用企業は，前々節でみたように 96% にのぼる。
原価管理は，「非常に多い」10%，「かなり多い」34%，「やや多い」35% で製
造業というくくりでは多くを占める。
①原価対象
まずは原価管理の対象である原価対象について尋ねたところ，「材料費」が
最もが最も重視され，次いで，「製造原価」，「労務費」，「経費」，「製造間接費」
の順であった。
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　 有効回答数 平均値 標準偏差
製造原価 94 6.01 0.91 
材料費 90 6.11 0.73 
労務費 91 5.65 0.96 
経費 91 5.48 1.06 
製造間接費 88 5.35 1.16 
販売費 85 5.08 1.07 
一般管理費 83 5.10 1.07 
 
Krasukal Wallis の検定を行ったところ，「業態」によって経費，製造間接費，
一般管理費などの重視度に差がみられた。
②原価管理の手法
原価管理の手法について，その重視度を７点リカートスケールで尋ねたとこ
ろ，伝統的な原価計算手法については，「実際原価計算」（5.73），「標準原価計
算」（5.49）は多く，「CVP・損益分岐点分析」（4.79），「直接原価計算」（4.77）
はやや多く，わが国独自の原価管理手法といわれる「原価企画」は 4.46 であっ
た。「特殊原価調査」（3.59），「品質原価計算」（3.17），「ABC/ABM」（3.15），「ラ
イフサイクルコスティング」（3.10）などはごく小数であった。高橋（2004），
山田他（2004）と同様な結果であった。
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　 有効回答数 平均値 標準偏差
実際原価計算 77 5.73 1.31 
標準原価計算 76 5.49 1.43 
直接原価計算 60 4.77 1.85 
CVP・損益分岐点分析 62 4.79 1.29 
原価企画 63 4.46 1.48 
特殊原価調査 49 3.59 1.68 
ABC ／ ABM 46 3.15 1.37 
ライフサイクルコスティング 49 3.10 1.39 
品質原価計算 48 3.17 1.49 
 
こうした原価管理手法のうち，「原価企画」とバリューチェーンの「購買管理」
との間にやや大きな相関（r=.52，p<.01）がみられた。
次にそれぞれの原価計算手法の利用目的について，複数回答可で尋ねた結果
についてみてみる。
a. 実際原価計算の目的
実際原価計算の目的としては，「財務諸表作成」（27.59%），「原価管理」
（25.12%），「利益管理」（23.65%），「意思決定」（14.18%）の順であった。
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b. 標準原価計算の目的
標準原価計算の目的としては，複数回答可で尋ねたところ，「製品原価算定」
（35.29%），「予算編成・統制」（30.72%），「原価統制」（20.92%），「記帳の簡略
化・迅速化」（13.07%）の順であった。
 
c. 直接原価計算
直接原価計算の利用目的としては，「原価管理」（36.36%），「利益計画」
（35.06%），「経営意思決定」（28.57%）の順であった。
 
直接原価計算のための「固変分解」については，ほとんどすべての企業が「勘
定科目法」（92%）で行っていた。ただ，「最小二乗法」（3%），「散布図法」（3%），
「高低点法」（2%）なども皆無ではなかった。
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d. 特殊原価調査
特殊原価調査といわれる短期的な意思決定の方法は，「自制か購入か」
（30.36%），「受注か否か」（30.36%），「販売価格の決定」（26.79%）などの順で
用いられていた。
 
③原価管理の問題点
原価管理上の問題点としては，先行研究（高橋，2004）を参考にして，７点リッ
カートスケールで尋ねたところ，「タイムリーな情報が提供できない」（4.42），
「管理基準が設定できていない」と「責任と権限の明確化ができていない」が
3.77 と同じで，「原価意識が低い」（3.45），「計算制度・報告制度が整っていな
い」（3.40）の順であった。
④製造間接費の配賦
製造間接費を配賦する企業は次図に示すように 98% にのぼった。配賦計算
実施企業で配賦する配賦基準は，製造間接費の内容により配賦基準を変更する
「複数配賦基準」（52%），生産量，直接費，機械運転時間などの「操業度基準」
（19%），「ABC」（Activity-Based Costing：活動基原価計算）（5.6%）の順であっ
た。
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ABC の利用率については，山田他（2004）では 5.1% であり，本調査の結果
と類似した結果であった。
５．ABC/ABM
ABC は採用企業が 11 社の 11% とそもそも低いが，その内訳は「非常に多
い」がなく，「かなり多い」20.0%，「やや多い」30.0%，「どちらともいえない」
30.0% であった。
ABC/ABM については，回収率が非常に少なかったため，推測統計による
解析は行えず，質問項目の記述統計も意味がないと思われるので省略する。
６．実体管理
実体管理の管理会計業務のなかで占める割合は，「やや多い」33%，「どちら
ともいえない」22%，「かなり多い」17% で実体管理を行っている企業のなか
では，割合が多かった。
実体管理の手法で多用されていたのは，「方針管理」（5.12），「QC サークル」
（5.00），「TQM」（4.90）, 「TQC」（4.91）,「TPM」（4.59）,「シックスシグマ」（3.83）
の順であった。
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　 有効回答数 平均値 標準偏差
JIT 45 3.98 1.98 
TQC 47 4.91 1.28 
TQM 40 4.90 1.45 
QC サークル 57 5.00 1.45 
TPM 41 4.59 1.61 
シックスシグマ 40 3.83 1.65 
方針管理 43 5.12 1.38
 
「企業規模」とこれら実体管理の手法との関係については，Krasukal Wallis
の検定を実施したところ，「JIT」や「TPM」には差がみられた。
７．組織管理のための管理会計
組織形態については，前節でみたように，事業（本）部制や職能別組織をは
じめとする形態があるが，これらはどのように管理されているのかについて調
査した。
①部門単位での経理担当者の有無
まず，部門単位での経理担当者の有無については，次の表のようになった。
度数 パーセント（％）
あり 38 39.18 
なし 59 60.82 
Krasukal Wallis の検定を行ったところ，部門単位での経理担当者の有無は，
「企業規模」によって差があり，また，「組織形態」によっても差がでた。大規
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模な組織ほど，また職能別組織よりも事業（本）部制組織をとる企業のほうが，
部門単位での経理担当者が必要になるのであろう。
部門単位での経理担当者の有無によって，管理会計手法の「割合」が異なる
か，Krasukal Wallis の検定を行ったところ，「意思決定の管理会計」の割合，
「予算管理」の割合，「業績管理」の割合などで差がでた。また，各種手法の「満
足度」との関係では，「原価管理」の満足度，「予算管理」の満足度に差がみら
れた。部門単位での経理担当者の有無については，予算管理や業績管理，原価
管理など，実務のなかでウエイトの大きい手法に影響しているようであった。
②管理責任単位
次に組織管理のための管理責任単位については，次の図のように，「コスト・
センターとプロフィト・センター」28%，「プロフィット・センター」25%，「コ
スト・センター」15% の順で管理している企業が多かった。
 
③管理責任単位の帳票
管理責任単位で作成している帳票としては，「事業部損益計算書のみ作成」
している企業が大半の 72% であり，「事業部損益計算書と事業部貸借対照表，
事業部キャッシュフロー計算書」（15%），「事業部損益計算書と事業部貸借対
照表」（6%）の順であった。
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④組織管理のための管理会計の制度
組織管理のための管理会計の制度については，「本社費の配賦」（5.07），「社
内振替価格の設定」（4.47），「社内金利制度」（3.66）の順で用いられていた。ただ，
これらは有効回答数も少なく，「本社費の配賦」を除いて，それほど機能して
いないのかもしれない。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
社内金利制度 44 3.66 2.16 
社内資本金制度 35 2.46 1.88 
社内振替価格の設定 53 4.47 1.80 
本社費の配賦 70 5.07 1.25
 
これらの制度は，Krasukal Wallis の検定を行ったところ，「企業規模」によっ
て，「社内振替価格の設定」や「社内資本金」，「社内金利制度」の機能してい
る度合に差がみられた。しかし予想に反して，組織形態によってこれらには差
がみられなかった。
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８．予算管理
予算管理を行う企業は前々節でみたように 97% にのぼる。また予算管理の
割合は「非常に多い」9%，「かなり多い」48%，「やや多い」28% で，管理会
計実務のなかで多くを占めている。
予算管理と短期利益計画との関係は，「かなり強い」51%，「非常に強い」
25%，「やや強い」17% で短期利益計画との関係はかなり強いようである。長
期利益計画との関係は，「やや強い」33%，「かなり強い」26%，「どちらとも
いえない」20% で，短期利益計画ほどではないにしても強い。
①予算の編成方針
予算管理について，まず予算編成方針を調査した。予算編成方針は，「トッ
プが方針を提示し，予算事務が具体案を作成」37%,「予算事務が原案を作成し，
トップが承認」33%,「上位部門が原案を提示し，予算事務が調整の後，トッ
プが承認」23% で大半を占めた。
 
②予算の基本期間
予算の基本期間については，「１年」が 81% とほとんどで，「６か月」16%，「３
か月」のクウォーター予算は 1% に過ぎなかった。
③予算の編成期間
予算の編成期間については，「３か月」が最も多く 37%,「２か月」28%，「１
か月」22%，「４か月」12% の順であった。
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④予算編成への参加者
予算編成への参加者は多重回答で尋ねたところ，「部門長」（20.17%），「社長」
（19.06%），「事業（本）部長」（16.57%），「課長・係長」（14.64%），「全役員」（12.98%），
「主要役員」（9.67%）などが多い。
 
⑤予算管理の目的
次に予算管理の目的を先行研究（山田他 ,2003）を参考にして，７点リッカー
トスケール（「１　全く利用していない」から「７　非常に利用している」）で
調査した。次表に示すとおり，「所要の収益性の実現」（6.26）が最も重視され，
「部門の業績評価」（5.53）や「所要の原価引下げ」（5.20）が続き，「財務安全
性の確保」（4.82），「資源配分の有効性の達成」（4.46）の順であった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
所要の収益性の実現 95 6.26 0.77 
財務安全性の確保 84 4.82 1.35 
所要の原価引下げ 86 5.20 1.20 
部門の業績評価 88 5.53 1.12 
資源配分の有効性の達成 79 4.46 1.21
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「組織形態」と予算管理の目的について，Krasukal Wallis の検定を行った
ところ，「部門の業績評価」に有意な差がみられた。たとえば，事業（本）部
制と職能別組織では，部門を管理するのに差がみられるのであろう。
⑥予算の種類
各種予算のウエイトについて尋ねたところ「損益予算」（6.29）や「販売予算」
（6.01）を重視していない企業はなく，本稿の対象は製造業としているため，「製
造予算」（5.83）が重視されていた。
有効回答数 平均値 標準偏差
損益予算 94 6.29 0.74 
資金予算 83 4.63 1.47 
資本予算 67 3.66 1.69 
販売予算 87 6.01 0.83 
製造予算 92 5.83 0.94 
研究開発予算 91 5.31 1.15
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企業規模との関係においては，Krasukal Wallis の検定を実施したところ，
「企業規模」と「資本予算」などの間に有意な差がみられた。大規模な企業ほ
ど設備投資などの資本予算を考慮する必要が大きくなるものと考えられる。
なお，予算の種類と予算管理の目的の関係は次表のようになった。
所要の収益性の
実現
財務安全性の確保 所用の原価引下げ 部門の業績評価
資源配分の
有効性の達成
損益予算 .707（＊＊） .130 .387（＊＊） .515（＊＊） .167
資金予算 .162 .576（＊＊） .168 .127 .554（＊＊）
資本予算 .179 .441（＊＊） .155 .204 .555（＊＊）
販売予算 .587（＊＊） .315（＊＊） .430（＊＊） .498（＊＊） .257（＊）
製造予算 .454（＊＊） .214 .433（＊＊） .369（＊＊） .300（＊＊）
研究開発予算 .243（＊） .470（＊＊） .303（＊＊） .308（＊＊） .374（＊＊）
＊相関は，5 % 水準で有意 （両側）
＊＊相関は，1 % 水準で有意（両側）
予算管理の目的である「所要の収益性の実現」にはやはり損益予算や販売予
算，「財務安全性の確保」には資金予算や資本予算，「所要の原価引下げ」には
製造予算，「部門の業績評価」には損益予算や販売予算，「資源配分の有効性の
達成」は資金予算や資本予算との相関が高かった。
⑦部門予算
部門予算の作成手続については，「予算編成方針と部門予算原案とを調整」
が最も多く 51%，「予算編成方針に従う」33%，「各部門で独自に作成」10% の
順であった。
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部門予算の作成方法は，折衷型と答えた企業がもっとも多いが，積上型と答
えた企業も多く，その重視度は下図のようになった。
 
部門予算作成方法相互には，「割当型」と「折衷型」に若干の相関はあるものの，
大きな相関はみられなかった。
⑧予算の修正・点検
当初予算の点検・修正は，「半期」が 37% で最も多く，続いて「毎月」が 30%，「四
半期」25%，「定期的」5% の順であった。
 
⑨予算管理の問題点
最後に予算管理の問題点を先行研究（崎他，2003）を参考にして，７点リッカー
トスケール（「１　全くあてはまらない」から「７　非常にあてはまる」）で調
査した。その結果，「環境変化予測の困難性」（4.95），「予算編成に時間がかか
りすぎる」（4.61），「現状是認的傾向の醸成」（4.54），「部分最適化行動」（4.52），
「弾力性に対する認識不足」（4.11），「意義への認識欠如」（3.91）の順であった。
９．MPC
MPC（ミニ・プロフィトセンター）の採用，すなわち製造現場における小
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集団利益マネジメントを実施する企業は，本調査ではわずか 6 社の 6% であり，
先行研究（たとえば吉田他 2012）よりもかなり低かった。
その理由の１つは，真正面から導入しているか否か，また１つには MPC と
認識して導入しているか否かによる回答の差であると考えられる。本調査では，
大きなウエイトで MPC と認識して導入している企業のみに回答していただい
たものと考えられる。
MPC は，上記のように採用している企業そのものがそもそも低いが，採用
企業のなかでの割合は，「非常に多い」17%，「かなり多い」17%，「やや多い」
33% で管理会計実務に占める割合としては多かった。
以下，サンプル数が非常に少ないので，推測統計による解析は行えず，質問
項目の記述統計も省略する。
10．業績管理
業績管理は前々節でみたように 94％の企業で行われていた。業績管理の管
理会計実務に占める割合は，「非常に多い」8%，「かなり多い」36%，「やや多い」
30% でやはり大きなウエイトで行われている。
まず業績管理指標について，７点リッカートスケール（「１　全くあてはま
らない」から「７　非常にあてはまる」）で調査した。その結果，次表に示す
とおり，「財務指標」（5.6），「顧客関連指標」（4.5），「業務関連プロセス指標」（4.2）
の順であった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
財務指標の重視度 94 5.59 1.21 
顧客関連指標の重視度 83 4.53 1.29 
業務プロセス関連指標の重視度 84 4.25 1.34
①業績管理の単位
業績管理がどのような単位で行われているか，業績管理の単位については，
複数回答可で尋ねたところ，「事業（本）部レベル」（26.82%），「部門レベル」
106
－107 （     ）－
（22.91%），「全社レベル」（21.23%），「工場レベル」（11.73%）の順であった。
 
②財務指標
財務情報で業績管理に用いられている指標は，「営業利益」（6.13），「売上高」
（5.98），「経常利益」（5.58），「事業部利益」（5.55）などの売上や利益の実額が
高かった。それ以下は次表のようになった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
売上高 88 5.98 1.16 
売上総利益 84 5.61 1.24 
営業利益 90 6.13 1.03 
経常利益 81 5.58 1.22 
限界利益 79 5.14 1.45 
事業部利益 78 5.55 1.36 
本社費配賦後利益 76 4.84 1.59 
売上高利益率 81 5.31 1.45 
ROI 72 4.15 1.60 
ROA 74 4.36 1.58 
ROE 75 4.52 1.64 
キャッシュフロー 78 4.87 1.53 
残余利益 64 3.64 1.42 
EVA 64 3.75 1.53
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こうした財務指標は，Spearman の相関係数をとったところ，予算管理の目
的によって次表のような相関がみられた。
所要の収益性の
実現
財務安全性の
確保
所用の原価
引下げ
部門の業績評価
資源配分の
有効性の達成
売上高 .481（＊＊） .054 .165 .380（＊＊） .065
売上総利益 .249（＊） .094 .093 .271（＊） .160
営業利益 .458（＊＊） .045 .153 .252（＊） .150
経常利益 .210 .338（＊＊） .159 .145 .314（＊＊）
限界利益 .191 .204 .078 .215 .238
事業部利益 .499（＊＊） .377（＊＊） .363（＊＊） .567（＊＊） .196
本社費配賦後利益 .347（＊＊） .280（＊） .327（＊＊） .424（＊＊） .134
売上高利益率 .315（＊＊） .194 .268（＊） .244（＊） .329（＊＊）
ROI .178 .563（＊＊） .234 .157 .594（＊＊）
ROA .219 .446（＊＊） .297（＊） .249（＊） .649（＊＊）
ROE .281（＊） .440（＊＊） .303（＊） .283（＊） .673（＊＊）
キャッシュフロー .275（＊） .529（＊＊） .108 .155 .539（＊＊）
残余利益 .165 .411（＊＊） .184 .175 .451（＊＊）
EVA .280（＊） .416（＊＊） .362（＊＊） .302（＊） .464（＊＊）
売上額，利益額という実額の財務指標は，予算管理の第１の目的である「所
要の収益性の実現」と相関が高い。しかし，こうした指標の多くは，「財務安
全性の確保」や「資源配分の有効性の達成」などには貢献していない。
ROI，ROA，ROE などの比率の指標以下の指標が，「財務安全性の確保」や「資
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源配分有効性の達成」といった目的に寄与していると考えられる。
なお，「部門の業績評価」と相関が高い指標は，当然のことながら「事業部利益」
や「本社費配賦後利益」であった。
次に非財務指標について，複数回答可で尋ねた結果を示す。
③非財務指標
a. 顧客関連指標
顧客関連指標については，多重回答可で尋ねたところ，「市場占有率」
（32.41%），「顧客別収益性」（18.62%），「苦情件数」（17.93%）の順であった。
 
b. 製造関連指標
同様に製造関連指標は，「在庫削減」（23.80%），「工程・設備生産性の改善」
（20.24%），「品質向上」（22.62%）の順であった。
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c. 従業員関連指標
従業員関連指標は，「従業員数」（38.71%），「従業員一人当たり売上高」
（30.65%），「従業員一人当たり人件費」（13.71%）などが高い。
 
④業績管理と金銭的報酬との関連性
続いて，業績管理と金銭的報酬との関連性について，７点リッカートスケー
ル（「１　全く関係がない」から「７　完全に連動している」）で調査した。そ
の結果，次表に示すとおり「事業部長」（5.35），「ミドル・マネジャー」（4.78），「ロ
ワー・マネジャー」（4.34），「一般従業員」（3.98）の順に事業業績と金銭的報
酬の関連性が高く，成果主義的になる傾向があった。
　 有効回答数 平均値 標準偏差
事業部門長 84 5.35 1.22 
ミドルマネジャー 80 4.78 1.24 
ロワーマネジャー 79 4.34 1.28 
一般従業員 80 3.98 1.31
11．BSC
BSC の導入は，前々節でもみたように導入企業は 9 社の 9% と非常に少な
かった。BSC は，採用している企業そのものがそもそも低く，採用企業のな
かでの割合も，「非常に多い」とした企業がなく，「かなり多い」13%，「やや
多い」13% で，管理会計業務で占める割合が低かった。以下，サンプル数が
少なかったので，推測統計については行うことができず，質問項目の記述統計
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についても省略する。
Ⅵ．おわりに　
以上，第Ⅱ節において，アンケート調査の概要と回答企業について述べ，第
Ⅲ節において，わが国製造業の管理会計手法の実態を概観し，第Ⅳ節において，
この度の回答企業における経営管理のコンテクストについての調査結果を記載
し，第Ⅴ節においては，わが国製造業の管理会計実践として，「利益計画」，「意
思決定のための管理会計」，「原価企画」，「原価管理」，「実体管理」，「組織管理
のための管理会計」，「予算管理」，「MPC」，「業績管理」，「BSC」について考
察した。また，こうした管理会計実践をわが国製造業における管理会計実践の
コンテクストとなっている経営戦略，マーケティング，組織，バリューチェー
ンなどとの関係で考察し，既存の実態調査との比較検討もしてきた。
各管理会計手法は企業の「経営戦略」，「マーケティング」，「組織形態」，あ
るいは「バリューチェーン」といったものによって影響を受けるし，業態や企
業規模によっても規定され，さらには他の手法との関係によっても可変的であ
ることがわかった。
今後の課題としては，業界・業種による管理会計実践の相違を調査すること
であろう。業界・業種によって管理会計システムの構築が異なることはたしか
であろうが，今回の調査のサンプル数のみでは業界・業種による差を検証する
には限界があった。今後も調査を蓄積し，今後は業界・業種ごとの特徴を明ら
かにしてゆきたい。
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